
埼玉県社会福祉士会の取り組み

希望の家事業・社会的養護自立支援事業について

希望の家支援員・社会的養護自立支援事業支援コーディネーター 小谷野和悟



希望の家事業の経過

■ 埼玉県より公益社団法人埼玉県社会福祉士会が受託

■ 平成27年4月、東武地区に事業所を開設。

■ 平成28年4月、西部地区に2か所目の事業所を開設

■ 平成29年4月、西部地区に3か所目の事業所を開設

■ 平成29年7月、さいたま市内に4か所目の事業所を開設



希望の家利用形態

■ 埼玉県社会福祉士会が民間のアパートを借り、利用者（施設退所児童）に提供
する。

■ 利用にあたっては以下の契約を利用者と埼玉県社会福祉士会が結ぶ。

「支援契約書」 ～支援内容について～

・通学状況確認、家庭訪問による健康状態確認

・公共料金等の支払いについて

・進路相談

・各種手続きについて



希望の家 支援体制

埼玉県社会福祉士会会員が支援員として、週に2回程度（必要に応じ
て随時）事務所におり、「いつでも、なんでも相談」のもと、見守
りや具体的な助言等の支援にあたっている。

利用者には個々に担当の支援員がつき、個別面接（月1回以上）を
行っている。



希望の家の生活

担当支援員による面談
・健康状態の確認
・学校生活での悩み相談
・収支のバランスについての相談
・各種手続きについて

助け合える仲間が隣に住んでいる

集団生活ではないが、同じような経験をし
た仲間が住んでいることの安心感

希望の家 イメージ図







社会的養護自立支援事業について

里親等への委託や、児童養護施設等への入所措置を受けていた者に
ついて、必要に応じて１８歳（措置延長の場合は２０歳）到達後も
原則２２歳の年度末までの間、引き続き里親家庭や施設等に居住し
て必要な支援を提供する事業

・支援コーディネーターによる継続支援計画の作成

・職業的自立に向けての就労・就学の継続支援（食事の提供など日常生活上の支
援、自立生活への不安や悩みの相談等）の実施

・関係者（里親、施設職員、学校関係者等）で情報共有をしながら、連携して対
象者が安定した生活を送れるよう支援を実施



※厚生労働省資料引用


